


別記様式１（第６条関係）


（１）申請者及び事業内容
	申請事業者
	名　称
代表者
住　所
電　話
資本金額　　　　　　　　　　　円　　従業員数　　　　　　　　　　人

	補助事業担当者
連絡先
	（部署）　　　　　　　　（役職）　　　　　（氏名）
（電話番号）
（メールアドレス）

	補助事業経理
担当者連絡先
	（部署）　　　　　　　　（役職）　　　　　（氏名）
（電話番号）
（メールアドレス）

	交付対象企業の要件確認
	（該当の場合は□を■にする）
□令和４年４月１日以降に法人を設立（個人事業主の場合は、事業を開始）していること
□中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）に規定する中小企業者であること
□性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託する営業を行っていなこと
□宗教活動や政治活動を主たる目的としていないこと
□暴力団もしくは暴力団員の統制下にないこと
□会社更生法、民事再生法等に基づく更正又は再生手続きを行っていないこと


	補助事業テーマ名
	

	補助事業の目的及び必要性
	

	補助事業の具体的な内容
	

	補助事業の事業化の見込み
	

	補助事業の実施日程
	(開始予定)  交付決定日 
(完了予定)      年    月    日 

	補助事業の実施場所
	

	外部専門家の支援・指導
	(専門家の名称、指導内容等)


	外部からの導入技術
	



(２) 補助事業の資金計画                                                         
	     区　　分
	       金　　額（円）
	        資金の調達先
	

	
	
	
	

	
	
	


	

	
	
	
	

	
	
	
	

	補助事業費の総額
	
	



別記様式１（第６条関係）

（２）経費内訳

	経費
区分
	内　容
	積　算　明　細
	補助事業に要する経費
（税込）（円）
	補助対象
経費
（税抜）（円)
	補助金
申請額
      （円)

	謝
金
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	旅
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	直
接
人
件
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	事
業
経
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	庁
費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


【記載上の注意】
・補助対象経費の区分ごとに記載してください。
・「積算明細」の欄には、個別具体的に記載し、必要に応じて内訳書を添付してください。
・「補助事業に要する経費」とは、事業を遂行するのに必要な経費をいい、積算明細を合計した金額をいいます。金額については、なるべく正確な金額を記載してください。
・「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうちで、補助対象となる経費を記載してください。
・「補助金申請額」は、「補助対象経費」のうち補助金の交付を希望する額で、その限度は、補助限度額以内であり、かつ「補助対象経費」に１／２を乗じた額になります。千円未満の端数は、切り捨ててください。

別記様式２（第７条関係）
事業変更計画書

１　変更理由





２　変更の内容
（１）事業の内容
　
	変 更 前
	変 更 後

	



	




別記様式２（第７条関係）　           
（２）経費内訳（事業変更計画書）

	経費
区分
	内　容
	積　算　明　細
	補助事業に要する経費
（税込）（円）
	補助対象
経費
（税抜）（円)
	補助金
申請額
      （円)

	
	
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後

	謝
金
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	旅
費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	直
接
人
件
費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事
業
経
費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	庁
費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【記載上の注意】
・補助対象経費の区分ごとに記載してください。
・「積算明細」の欄には、個別具体的に記載し、必要に応じて内訳書を添付してください。
・「補助事業に要する経費」とは、事業を遂行するのに必要な経費をいい、積算明細を合計した金額をいいます。金額については、なるべく正確な金額を記載してください。
・「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうちで、補助対象となる経費を記載してください。
・「補助金申請額」は、「補助対象経費」のうち補助金の交付を希望する額で、その限度は、補助限度額以内であり、かつ「補助対象経費」に１／２を乗じた額になります。千円未満の端数は、切り捨ててください。


別記様式３（第８条関係）


            　　　                                    　　　　　  　　    番　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  年    月    日


　
　熊本県知事　　　　　　　　様


                                  補助事業者  住所
                                              氏名    　　            


年度スタートアップ支援補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書
 　　　年   月   日付け　　第   号で交付決定通知があった標記補助事業を下記のとおり
中止（廃止）したいので、スタートアップ支援補助金交付要領第８条の規定に基づき申請します。

                                  記
１  
２  
３  中止の期間（廃止の時期）




















別記様式４（第９条関係）


            　　　                                    　　　　　　　　　 番　   号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 年    月    日


　
　熊本県知事　　　　　　　　様


                                  補助事業者  住所
                                              氏名    　　            


　　　年度スタートアップ支援補助金に係る補助事業遅延等報告書
  年    月    日付け　　第   号で交付決定通知があった標記補助事業の遅延等について、スタートアップ支援補助金交付要領第９条の規定により、下記のとおり報告します。
   
記
１　	
２　	
３　	
４　	
５　	
６　	

別記様式５（第１０条関係）


                            　    　                              　    番      号
                              　    　                           　 年    月    日


　
　熊本県知事　　　　　　　　　　　様


       　                           　　補助事業者  住所
                                                　　氏名                  



年度スタートアップ支援補助金遂行状況報告書
    年    月    日付け　　第   号で交付決定通知のあった標記補助事業の遂行状況について、熊本県補助金等交付規則第１１条及びスタートアップ支援補助金交付要領第１０条の規定により、下記のとおり報告します。


                                       記


１  　　　「補助事業遂行状況明細書」
２  事業完了予定年月日      　　　　年　　月 　 日

別記様式５（第１０条関係）つづき
補助事業遂行状況明細書
１ 補助事業名

２　補助事業の遂行状況
　（１）現在まで行った事業内容


　（２）これから行う事業内容


３　補助事業の効果


４　補助対象経費の使用状況

	経費
区分
	内　容
	積　算　明　細
	補助事業に要する経費
（税込）（円）
	補助対象
経費
（税抜）（円)
	補助金
充当額
      （円)

	謝
金
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	旅
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	直
接
人
件
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	事
業
経
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	庁
費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


【記載上の注意】
・補助対象経費の区分ごとに記載してください。
・「積算明細」の欄には、個別具体的に記載し、必要に応じて内訳書を添付してください。
・「補助事業に要する経費」とは、事業を遂行するのに必要な経費をいい、積算明細を合計した金額をいいます。金額については、正確な金額を記載してください。
・「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうちで、補助対象となる経費を記載してください。
・「補助金申請額」は、「補助対象経費」のうち補助金の交付を希望する額で、その限度は、補助限度額以内であり、かつ「補助対象経費」に１／２を乗じた額になります。千円未満の端数は、切り捨ててください。


別記様式６（第１１条関係）

スタートアップ支援補助金事業実績書
	  名　　　称
	
	

	   代　表　者
	
	

	   住　　　所
	
	  ＴＥＬ
	
	


１ 事業内容等
  (1)実施計画名
(2)事業実施担当者の氏名及び役職
(3)事業内容
　・具体的内容
　・実施場所
　・実施期間
　・委嘱した技術者又は専門家の氏名及び職業

注１）該当する事業についてのみ記載してください。
　２）事業内容について報告書等がある場合は、添付してください。

別記様式７（第１１条関係）
                                      積算明細書

	経費
区分
	内　容
	積　算　明　細
	補助事業に要する経費
（税込）（円）
	補助対象
経費
（税抜）（円)
	補助金
申請額
      （円)

	謝
金
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	旅
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	直
接
人
件
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	事
業
経
費
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	庁
費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


【記載上の注意】
・補助対象経費の区分ごとに記載してください。
・「積算明細」の欄には、個別具体的に記載し、必要に応じて内訳書を添付してください。
・「補助事業に要する経費」とは、事業を遂行するのに必要な経費をいい、積算明細を合計した金額をいいます。金額については、正確な金額を記載してください。
・「補助対象経費」は、「補助事業に要する経費」のうちで、補助対象となる経費を記載してください。
・「補助金申請額」は、「補助対象経費」のうち補助金の交付を希望する額で、その限度は、補助限度額以内であり、かつ「補助対象経費」に１／２を乗じた額になります。千円未満の端数は、切り捨ててください。
別記様式８（第１２条関係）

取得財産等管理台帳（　　年度）

（単位：円）
	 区 分
	  財 産 名
	 規 格
	 単 位
	 数 量
	 単 価
	  金 額
	  取得
	  保管
	備 考
	

	
	
	
	
	
	
	
	 年月日
	  場所
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



(注)１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効果の増加価格が第１２条に定める処分制
　　　限額以上の財産です。
    ２　数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えありません。単価が異なる場　　　　合は、分割して記載してください。
３　取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載してください。

別記様式９（第１２条関係）

                            　               　      　            　   番      号
                              　                    　 　   　　 　 年    月    日


　
　熊本県知事  　　　　　  様


                              　　　補助事業者  住所
                                          　　　氏名                    



年度スタートアップ支援補助金に係る補助事業財産処分承認申請書
    年    月    日付け　　第   号で交付決定通知があった標記補助事業について、当該補助事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、熊本県補助金等交付規則第２１条及びスタートアップ支援補助金交付要領第１２条第４項の規定により、承認を申請します。

記
１　取得財産の品目及び取得年月日
２　取得価格及び時価
３　処分の方法
４　処分の理由



別記様式１０（第１３条関係）
                                               　                        番　  　号
                                                 　          　　  　年　  月  　日


　
　熊本県知事  　　　　　　    様


                                　　　 補助事業者  住所
                                             　　　氏名                  



年度スタートアップ支援補助金に係る事業化状況報告書
　　年    月    日付け　　第   号で交付決定通知があった標記補助事業に関し、　　   年度の事業化状況についてスタートアップ支援補助金交付要領第１３条の規定により、別紙のとおり報告します。

 

（別紙）
事業化状況報告書

補助事業の実施結果の事業化等の有無

１　補助事業の実施結果の事業化　　　　　　　　　有　　　無
２  産業財産権等の譲渡又は実施権の設定　　　　　有　　　無
３　その他の補助事業の実施結果の他への供与　　　有　　　無

（注）以下は事業化等が有の場合記入すること。

    （単位：円）
	
計画名
	
補助事
業者名
	
補助金
確定額
	
補助事業
に係る
本年度
収益額
	
控除額
	
本年度ま
での補助
事業に係
る支出額
	
基準
納付
額
	
前年度ま
での補助
事業に係
る県への
累積納付
	
本年度
納付額

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	   (A)
	   (B)
	  (C)
	   (D)
	 (E)
	額   (F)
	  (G)

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


 （記載注意事項）
　　１　「補助事業に係る本年度収益額(B)」とは、補助事業の実施結果の事業化、産業財産権等の譲渡又は　　　　実施権の設定及びその他当該補助事業の実施結果の他への供与による総収入額から総収入を得るに要し　　　た額を差し引いた額の合計額をいう。
　　２　「控除額（Ｃ）」とは、補助事業に係る全経費のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額の　　　５分の１をいう。
　　３　「本年度までの補助事業に係る支出額（Ｄ）」とは、本年度までに補助事業に係る費用として支出さ　　　れたすべての経費をいう。（補助金及び自己負担金）
　　４　「基準納付額（Ｅ）」とは、「補助事業に係る本年度収益額（Ｂ）」から「控除額（Ｃ）」を差し引　　　いた額に「補助金確定額（Ａ）」を乗じ、「本年度までの補助事業に係る支出額（Ｄ）」で除した額を　　　いう。（Ｅ＝（Ｂ－Ｃ）Ａ／Ｄ）
　　５　「前年度までの補助事業に係る県への累積納付額（Ｆ）」とは、前年度までの収益に伴う納付金額及　　　び財産処分に伴う納付金の合計をいう。
　　６　「本年度納付額（Ｇ）」とは、「基準納付額（Ｅ）」と「累積納付額（Ｆ）」の合計額が、「補助金　　　確定額（Ａ）」を超えない場合には、基準納付額が本年度納付額となる。
　　　　また、「基準納付額（Ｅ）」と「累積納付額（Ｆ）」の合計額が「補助金確定額（Ａ）」を超える　　　　場合には、「補助金確定額（Ａ）」から「累積納付額（Ｆ）」を差し引いた残額が本年度納付額となる。
　　　（Ａ＞Ｅ＋Ｆならば、Ｇ＝Ｅ、Ａ≦Ｅ＋ＦならばＧ＝Ａ－Ｆ）
基準納付額　 （Ｅ）＝（Ｂ－Ｃ）Ａ／Ｄ
本年度納付額（Ｇ）＝（Ｅ）
※但し、累積納付額（Ｆ＋Ｇ）は、最大、補助金確定額（Ａ）までとなります。





別記様式１１（第１４条関係）

                                                　                　　　 番　　号
                                                  　     　　　　　年    月    日



熊本県知事　　　　　　　　   様


       　                           補助事業者  住所
                                                氏名                  



年度スタートアップ支援補助金に係る産業財産権等取得等届出書
　　年    月    日付　　第   号で交付決定通知があった標記補助事業に関して、下記のとおり産業財産権等の出願又は取得（譲渡、実施権の設定)をしたので、スタートアップ支援補助金交付要領第１４条の規定により、届け出ます。
                                       記
１ 種類（番号及び産業財産権等の種類）
２ 内　容
３ 相手先及び条件（譲渡及び実施権設定の場合）






